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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　底部が薄肉部とされた有底円筒部材および前記底部の一面に形成され前記底部の歪み量
を検出する歪ゲージを有する圧力検出素子と、
　前記有底円筒部材の内部に被計測流体を導入する圧力導入継手とを備え、
　前記被計測流体の圧力を測定する圧力センサであって、
　前記有底円筒部材は、Ｎｉを２４～２７重量％、Ｃｒを１３．５～１６重量％含有する
オーステナイト系の析出硬化型Ｆｅ－Ｎｉ耐熱鋼で形成され、
　前記圧力導入継手は、オーステナイト系ステンレス鋼で形成され、
前記有底円筒部材の円筒部の一端と前記圧力導入継手の一端を突き合わせ溶接することに
より前記有底円筒部材と前記圧力導入継手とを溶接部を介して一体的に形成し、
　前記溶接部のＮｉ含有量は、前記有底円筒部材のＮｉ含有量と前記圧力導入継手のＮｉ
含有量との平均値よりも高く調整される
ことを特徴とする圧力センサ。
【請求項２】
　請求項１に記載の圧力センサにおいて、
　前記有底円筒部材の円筒部の一端と前記圧力導入継手の一端を突き合わせ、溶接する部
位にフィラーメタルを導入して溶接し、溶接部のＮｉ含有量が２０～３０重量％となるよ
うに調整した
　ことを特徴とする圧力センサ。
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【請求項３】
　請求項２記載の圧力センサにおいて、
　前記有底円筒部材の円筒部の一端と前記圧力導入継手の一端との溶接は、電子ビーム溶
接により施される
　ことを特徴とする圧力センサ。
【請求項４】
　請求項２または請求項３記載の圧力センサにおいて、
　前記フィラーメタルは、中央部に穴が形成された円盤形状であり、その外径寸法と内径
寸法は、前記有底円筒部材の円筒部の外径寸法と内径寸法とほぼ等しく、
　前記円盤形状のフィラーメタルを前記有底円筒部材の円筒部の一端と前記圧力導入継手
の一端との間に挟み溶接することにより前記有底円筒部材と前記圧力導入継手とを溶接部
を介して一体的に形成し、
　前記溶接部のＮｉ含有量が２０～３０重量％となるように前記フィラーメタルの円盤の
厚さで調整した
　ことを特徴とする圧力センサ。
【請求項５】
　請求項２または請求項３記載の圧力センサにおいて、
　前記有底円筒部材の円筒部の内径寸法と前記圧力導入継手の一端部の内径寸法はほぼ等
しく、
　前記フィラーメタルは、中央部に連通孔が形成された円筒形状であり、その外径寸法は
、溶接する前記有底円筒部材の円筒部の内径寸法および前記圧力導入継手の一端部の内径
寸法とほぼ等しく、
　前記有底円筒部材の円筒部の一端と前記圧力導入継手の一端とを突き合わせ、これらの
内周面に前記円筒形状のフィラーメタルの外周面を当接して溶接することにより前記有底
円筒部材と前記圧力導入継手とを溶接部を介して一体的に形成し、
　前記溶接部のＮｉ含有量が２０～３０重量％となるように溶接深さを調整した
ことを特徴とする圧力センサ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、流体圧力を電気信号に変換し計測を行う圧力センサに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、気体や液体などの流体の圧力を計測するために、流体圧力を電気信号に変換し計
測する圧力センサが利用されている。この圧力センサとしては、例えば、特許文献１記載
の圧力センサが挙げられる。すなわち、前記圧力センサは、ダイアフラム部を備えたポー
ト取り付け部と歪ゲージセンサーとを含んで構成され、配管内を流通する流体の圧力を計
測する。前記ポート取り付け部は、底面に薄肉部が形成された有底円筒状のダイアフラム
部と略円筒状の圧力導入継手とが一体的に形成されている。前記圧力導入継手の開口端側
は、流体が流通する前記円管の一端と接続され、ここから前記ダイアフラム部内面に流体
が導入される。前記歪ゲージは、前記ダイアフラム部の薄肉部の外面側に絶縁層を介して
設けられる。前記ダイアフラム部内面に流通した流体が前記薄肉部に作用すると、この流
体の圧力によって前記薄肉部が歪み、前記歪ゲージはこの歪み量を電気信号として検出し
、この電気信号を増幅、変換することにより前記流体の圧力値が得られる。
【０００３】
　ここにおいて、より高い精度で流体の圧力値を検出しようとする場合、より高い歪量を
発生させることが好ましく、そのためには、前記ダイアフラム部の薄肉部は、より薄く形
成されることが好ましい。しかし、前記ダイアフラム部は、流体から強い圧力を受けるた
め、用いる材料には高い引っ張り強度を有すことが要求される。この点、前記ダイアフラ
ムの材料にはマルテンサイト系析出硬化型ステンレス鋼が採用されており、この材料は１
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３００ＭPa以上の引っ張り強度を有するため、高い精度と信頼性のある圧力値が得られ、
圧力センサ用のダイアフラム材料としては非常に良く適している。
【０００４】
【特許文献１】特開２００１－２４２０３１号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、このマルテンサイト系析出硬化型ステンレス鋼は、機械強度には優れて
いるが耐食性に関して劣っており、このため、特許文献１記載の前記圧力センサは、腐食
性の高い酸性ガスや薬液、脆化の原因となる水素ガスなどの流体においては、限定的にし
か使用できない。
【０００６】
　また、このマルテンサイト系析出硬化型ステンレス鋼は、高価かつ機械加工が困難な材
料であり、したがってそのような材料で形成されることが必要な部材は、部材の大きさ、
加工工数および廃材量が最小限となるようにすることが好ましい。このため、前記材料は
、薄肉部を有するダイアフラム部のみに適用されれば、材料の使用量を必要最小限に留め
ることができ、比較的安価に部材を製造できるが、特許文献１記載の前記圧力センサにお
ける前記ポート取り付け部は、ダイアフラム部と略円筒状の圧力導入継手とが一体的に形
成された構成となっている。したがって、前記圧力センサでは、適用せずに済む圧力導入
継手にも前記材料を適用しているため、前記圧力センサの製造には余分なコストが掛かっ
てしまうなどの問題が一例として挙げられる。
【０００７】
　ここで、本発明の目的は、高い精度と信頼性を確保し、耐食性に優れ、かつ安価な圧力
センサを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　そのため、本発明は、マルテンサイト系析出硬化型ステンレス鋼と同程度の機械強度を
有し、かつ耐食性に優れたオーステナイト系の析出硬化型Ｆｅ－Ｎｉ耐熱鋼を使用して有
底円筒部材を形成し、圧力導入継手には、比較的安価で耐食性に優れているオーステナイ
ト系ステンレス鋼を用い、それぞれを溶接して一体的に形成することにより、前記目的を
達成しようとするものである。具体的には、本発明は、底部が薄肉部とされた有底円筒部
材および前記底部の一面に形成され前記底部の歪み量を検出する歪ゲージを有する圧力検
出素子と、前記有底円筒部材の内部に被計測流体を導入する圧力導入継手とを備え、前記
被計測流体の圧力を測定する圧力センサであって、前記有底円筒部材は、Ｎｉ（ニッケル
）を２４～２７重量％、Ｃｒ（クロム）を１３．５～１６重量％含有するオーステナイト
系の析出硬化型Ｆｅ－Ｎｉ（鉄－ニッケル）耐熱鋼で形成され、前記圧力導入継手は、オ
ーステナイト系ステンレス鋼で形成され、前記有底円筒部材の円筒部の一端と前記圧力導
入継手の一端を突き合わせ溶接することにより前記有底円筒部材と前記圧力導入継手とを
溶接部を介して一体的に形成し、前記溶接部のＮｉ含有量は、前記有底円筒部材のＮｉ含
有量と前記圧力導入継手のＮｉ含有量との平均値よりも高く調整されることを特徴とする
。
【０００９】
　この発明によれば、歪みを発生させる薄肉部にオーステナイト系の析出硬化型Ｆｅ－Ｎ
ｉ耐熱鋼を用いるために、高い精度と信頼性を確保することができる。さらに有底円筒部
材と圧力導入継手を別個独立して設け、圧力導入継手には比較的安価なオーステナイト系
ステンレス鋼を用いることにより、高価なオーステナイト系析出硬化型Ｆｅ－Ｎｉ耐熱鋼
の使用量を最小限に節約することが可能となり、その結果比較的安価な圧力センサを提供
することができる。
　また、有底円筒部材には耐食性に優れたオーステナイト系の析出硬化型Ｆｅ－Ｎｉ耐熱
鋼を使用し、圧力導入継手には同じく耐食性に優れたオーステナイト系ステンレス鋼を使
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用しているため、被計測体である流体に曝される部位に高い耐食性を持たせることが可能
となる。このため、これまで圧力計測が困難であった酸性ガス、腐食性の高い薬液、脆化
の原因となる水素ガスなどの測定ができる圧力センサを提供することができる。
通常、オーステナイト系ステンレス鋼およびオーステナイト系析出硬化型Ｆｅ－Ｎｉ耐熱
鋼は溶接性が悪く高温割れが生じ易い。そのため、これらの材料に溶接加工を施すことは
困難とされるが、本発明では、有底円筒部材と圧力導入継手とを溶接する際、溶接部のＮ
ｉ含有量を有底円筒部材のＮｉ含有量と圧力導入継手のＮｉ含有量との平均値よりも高く
調整することで、溶接性が改善される。
【００１０】
　また、以上の構成の本発明では、前記有底円筒部材の円筒部の一端と前記圧力導入継手
の一端を突き合わせ、溶接する部位にフィラーメタルを導入して溶接し、溶接部のＮｉ含
有量が２０～３０重量％となるように調整した構成であることが好ましい。
　前記溶接する部位にフィラーメタルを導入することにより、前記溶接部のＮｉ含有量を
コントロールすることができ、特にＮｉ含有量を２０～３０重量％とすることによって、
溶接部の材料組織をオーステナイト組織のまま保持することができ、かつ、溶接部に生じ
る高温割れを防げる。なお、前記溶接部のＮｉ含有量が３０％を超える場合、溶接部には
僅かな高温割れが生じるが実用上の問題はなく、溶接部のＮｉ含有量が２０～３０重量％
のときに最適な溶接が実現できる。
【００１１】
　また、以上の構成の本発明では、前記有底円筒部材の円筒部の一端と前記圧力導入継手
の一端との溶接は、電子ビーム溶接により施される構成であることが好ましい。
　電子ビーム溶接は、真空中に高密度の電子ビームを照射して加熱を行うため、短時間で
溶接が完了し、溶着金属の組成をコントロールし易い。さらに、電子ビームは高エネルギ
ー密度のため、溶接幅と溶接深さのアスペクト比を２以上の深溶け込みにすることも可能
となり、その結果、前記有底円筒、前記圧力導入継手および歪みゲージの各部に熱影響を
与えることなく、溶接接合ができる。
【００１２】
　ここで、以上の構成の本発明では、前記フィラーメタルは、中央部に穴が形成された円
盤形状であり、その外径寸法と内径寸法は、前記有底円筒部材の円筒部の外径寸法と内径
寸法とほぼ等しく、前記円盤形状のフィラーメタルを前記有底円筒部材の円筒部の一端と
前記圧力導入継手の一端との間に挟み溶接することにより前記有底円筒部材と前記圧力導
入継手とを溶接部を介して一体的に形成し、前記溶接部のＮｉ含有量が２０～３０重量％
となるように前記フィラーメタルの円盤の厚さで調整した構成であることが好ましい。
　この発明では、中央部に穴が形成された円盤形状のフィラーメタルの厚さを調整すれば
、前記溶接部のＮｉ含有量を調整することができるので、単純な構成で溶接処理が行える
。また、前記溶接部のＮｉ含有量を２０～３０重量％にすることで、溶接性が改善される
。
【００１３】
　また、以上の構成の本発明では、前記有底円筒部材の円筒部の内径寸法と前記圧力導入
継手の一端部の内径寸法はほぼ等しく、前記フィラーメタルは、中央部に連通孔が形成さ
れた円筒形状であり、その外径寸法は、溶接する前記有底円筒部材の円筒部の内径寸法お
よび前記圧力導入継手の一端部の内径寸法とほぼ等しく、前記有底円筒部材の円筒部の一
端と前記圧力導入継手の一端とを突き合わせ、これらの内周面に前記円筒形状のフィラー
メタルの外周面を当接して溶接することにより前記有底円筒部材と前記圧力導入継手とを
溶接部を介して一体的に形成し、前記溶接部のＮｉ含有量が２０～３０重量％となるよう
に溶接深さを調整した構成であることが好ましい。
　この発明では、中央部に連通孔が形成された円筒形状のフィラーメタルを溶接する部位
に当接し、溶接する際に溶接深さを調整することで、溶接部のＮｉ含有量を調整すること
ができるので、単純な構成で溶接処理が行える。また、前記溶接部のＮｉ含有量を２０～
３０重量％にすることで、溶接性が改善される。
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【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
〔第１の実施形態〕
　以下、本発明に係る第１の実施形態を図面に基づいて説明する。
　図１は、第１の実施形態である圧力センサ１が示されている。この圧力センサ１は、配
管内を流通する気体、液体、その他様々な流体の圧力を計測でき、特に、腐食性の高い酸
性ガスや薬液、脆化の原因となる水素ガスなどの流体圧力をも計測することができる。図
１において、圧力センサ１は、圧力導入継手１０、圧力検出素子２０、回路部３０および
ハウジング４０を備えて構成されており、圧力導入継手１０と圧力検出素子２０とは、電
子ビーム溶接により一体的に形成され、連結した部位には溶接部５０が形成される。
【００１５】
〔圧力導入継手１０の構成〕
　圧力導入継手１０は、被測定流体が流通される配管（図示せず）に接続され、配管内に
流通する流体を圧力検出素子２０に供給する部位であり、円筒部１１およびディスクフラ
ンジ部１２が一体的に形成された構造となっている。この圧力導入継手１０には、オース
テナイト系ステンレス鋼が用いられ、この材料は、オーステナイト系の析出硬化型Ｆｅ－
Ｎｉ耐熱鋼と比較すると安価であり、機械強度が低く、かつ同等の耐食性を有する材料で
ある。
【００１６】
　このオーステナイト系ステンレス鋼としては、例えばＳＵＳ３０４やＳＵＳ３１６など
が挙げられる。ＳＵＳ３０４は、Ｃｒ１８～２０重量％およびＮｉ８～１０．５重量％を
含む一般的なオーステナイト系ステンレス鋼であり、ＳＵＳ３１６は、Ｃｒ１６～１８重
量％、Ｎｉ１０～１４重量％、Ｍｏ（モリブデン）２～３重量％およびＣ（炭素）０．０
８重量％以下を含むオーステナイト系ステンレス鋼である。これらの材料の引っ張り強度
は５２０ＭＰａ程度と低いが、設計上、圧力導入継手は厚肉に設計することが可能である
ため、耐食性に優れているこれらの材料は、引っ張り強度に劣っていても問題ない。なお
、圧力導入継手１０には、上記の材料に限らず、その他のオーステナイト系ステンレス鋼
も用いることができるのは言うまでもない。
【００１７】
　円筒部１１は、略円筒形状であり、その内部の円柱状の空間は流体が流通する流路１１
０となっており、円筒部１１の一端側の外周面には図示しない円管と螺合するねじ部１１
１が形成され、また、円筒部１１の他端側の外周面には圧力検出素子２０と接合される接
合部１１２が形成されている。ねじ部１１１が形成される側の流路１１０の一端は、圧力
導入口１１０Ａとなっており、ここから図示しない円管から供給される流体が流入する。
ねじ部１１１は、螺旋状の雄ねじ溝であり、図示しない円管の内面側に形成された雌ねじ
溝に螺合するように形成される。接合部１１２は、環状の接合面１１２Ａおよび環状の段
差１１２Ｂを含み、これらは円筒部１１の端部の外周面側を切削することにより形成され
る。
【００１８】
　ディスクフランジ部１２は、円筒部１１のねじ部１１１と接合部１１２との略中間位置
において、この円筒部１１の半径方向外方へ向けて円盤状に延びて形成されている。この
ディスクフランジ部１２において、圧力検出素子２０が設けられる側の面には、その周縁
部に環状の溝である嵌合部１２０が形成され、ここにハウジング４０が嵌合する。また、
ディスクフランジ部１２は、外形が二方取りまたは六角形状となっており、ねじ部１１１
を図示しない配管に螺合する際のスパナ掛けとしても使用される。
【００１９】
〔圧力検出素子２０の構成〕
　圧力検出素子２０は、図示しない円管内を流通する流体の圧力を電気信号として検出す
る素子であり、流体圧力により歪むダイアフラム２１と、この歪み量を電気信号に変換す
る歪みゲージ２２とを具備している。ダイアフラム２１は、有底円筒部材であり、底面の
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薄肉部２１０と、円筒状の円筒部２１１とが一体的に形成された構造をしている。このダ
イアフラム２１には、オーステナイト系の析出硬化型Ｆｅ－Ｎｉ耐熱鋼が用いられる。
【００２０】
　このオーステナイト系の析出硬化型Ｆｅ－Ｎｉ耐熱鋼としては、例えば、ＳＵＨ６６０
鋼などが挙げられる。ＳＵＨ６６０鋼は、高い機械的強度を有し、かつ優れた耐食性も併
せ持つ材料で、Ｎｉ２４～２７重量％、 Ｃｒ１３．５～１６重量％ 、Ａｌ（アルミニウ
ム）０．３５重量％以下、Ｔｉ（チタン）１．９～２．３５重量％を含む。ＳＵＨ６６０
鋼は、溶体化処理後、時効処理（７００℃以上で１６時間保持後、室温まで徐々に降温す
る処理）を施して、オーステナイト相（γ相）中に金属間化合物である Ｎｉ３[Ａｌ、 
Ｔｉ]相(γ’ 相)を析出させて機械強度を向上させたもので、１０６０ＭＰａ以上の引張
り強さを有す。
【００２１】
　薄肉部２１０は薄肉の円盤状体であり、この部材に流体が作用すると、流体の圧力によ
り薄肉部２１０に弾性変形が生じる。この弾性変形による歪み量が大きい程、歪みゲージ
２２はより大きな電気信号を発生させ、より正確な圧力値を検出することができる。設計
上、この薄肉部２１０に用いる材料には、大きな歪みを発生させても十分耐え得る強度を
有することが求められ、具体的には８００ＭＰａ以上、より好ましくは１０００ＭＰａ以
上の引っ張り強度を要する。この点、薄肉部２１０は、１０６０ＭＰａ以上の引張り強さ
を有するオーステナイト系の析出硬化型Ｆｅ－Ｎｉ耐熱鋼により形成されており、円盤の
厚みをより薄く形成したとしても流体の圧力に十分に耐え、大きな歪み量を確保できる。
【００２２】
　円筒部２１１は、側壁が厚く形成された円筒体であり、この一端を閉じるように薄肉部
２１０が一体的に形成されている。円筒部２１１の開口された他端は、圧力導入継手１０
の接合面１１２Ａと全周を突き合わせて、溶接により連結される。この円筒部２１１端部
の内径寸法および外径寸法は、圧力導入継手１０の接合部１１２における環状の接合面１
１２Ａの内径寸法および外径寸法と一致している。
【００２３】
　歪みゲージ２２は、薄肉部２１０の外面上全体に亘って絶縁層２２０を形成した後、さ
らにその上に一箇所以上、好ましくは４箇所に配置され、ブリッジ回路を形成して、薄肉
部２１０の歪み量を電気信号に変換出力する。それぞれの歪みゲージ２２には、電極２２
１が設けられ、ここから回路部３０に電気信号が伝達される。歪みゲージ２２としては、
従来の抵抗線歪みゲージ技術を使用することができる。絶縁層２２０は、歪みゲージ２２
とダイアフラム２１間の導電性を遮断する目的で設けられ、ガラスを含んだ接着剤やポリ
イミド系の接着剤などが用いられる。なお、薄肉部２１０の歪み量を正確に検出するため
にも、薄肉部２１０、絶縁層２２０および歪みゲージ２２は、互いに確実に結合されてい
ることが要求される。
【００２４】
〔回路部３０の構成〕
　次に回路部３０について図面に基づいて説明する。図２は、本実施形態に係る回路部３
０を示す平面図である。図２に示されるように回路部３０は、環状板の増幅回路基板３１
、ワイヤーボンド３２および入出力端子３３を含んで構成され、歪みゲージ２２で発生し
た電気信号を増幅し、増幅した電気信号を外部に伝達する機能を有する。増幅回路基板３
１上には、回路部品３１０および電極３１１が設けられており、この電極３１１は、増幅
回路基板３１の内側において歪みゲージ２２の電極２２１とワイヤーボンド３２で接続さ
れている。入出力端子３３は、図示しない外部端末と回路部３０とを連絡する３本の端子
であり、外部端末には回路部品３１０により増幅された歪みゲージ２２の電気信号を出力
し、外部端末からは電源を回路部３０に供給する。スペーサ３４は、圧力導入継手１０に
増幅回路基板３１を固定する円筒状の部材であり、増幅回路基板３１の外周縁を支持する
ように設けられる（図１参照）。
【００２５】
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〔ハウジング４０の構成〕
　図１において、ハウジング４０は、圧力検出素子２０および回路部３０を外部より侵入
する水分や塵埃から保護する略筒状の保護ケースであり、その一端には圧力導入継手１０
の嵌合部１２０と係合するガスケット４１が設けられている。
【００２６】
〔溶接部５０の構成〕
　溶接部５０について、図面に基づいて説明する。図３は、本実施形態における溶接部５
０の断面を示した正面図である。溶接部５０は、圧力導入継手１０の接合面１１２Ａと、
ダイアフラム２１の円筒部２１１の開口端とを、全周を突き合わせて電子ビーム溶接法で
溶接することにより形成された部位であり、これら接合面１１２Ａと円筒部２１１の開口
端との間には、中央部に穴を持つ円盤状のフィラーメタル５１が介在している。この円盤
状のフィラーメタル５１は、溶接部５０の成分を調整する目的で導入される金属であり、
この部材には１００％ニッケル金属（純Ni）の他、高いＮｉ含有量の合金などが使用でき
る。この円盤状のフィラーメタル５１の内径寸法および外径寸法は、接合部１１２の環状
の接合面１１２Ａおよび円筒部２１１のそれぞれの内径寸法および外径寸法とほぼ等しく
形成されている。
【００２７】
　ここで、圧力導入継手１０とダイアフラム２１の溶接について説明する。図３において
、まず、円盤状フィラーメタル５１を、圧力導入継手１０の接合面１１２Ａとダイアフラ
ム２１の円筒部２１１の開口端との間に挟んでおく。この状態において、円盤状フィラー
メタル５１の一面は圧力導入継手１０の環状の接合面Ａと対向し、もう一面はダイアフラ
ム２１の円筒部２１１の一端面と対向し、また、圧力導入継手１０の環状の段差１１２Ｂ
とダイアフラム２１の円筒部２１１の内周面側とは、全面に亘り張り合わされた状態とな
っている。
【００２８】
　次に、これらの部材を図示しない電子ビーム溶接機の真空チャンバー内に設置し、この
チャンバー内を真空雰囲気にしてから、電子ビームを溶接すべき部位の外周面から内周面
方向に向けて照射する。
　電子ビームが照射された円盤状フィラーメタル５１、圧力導入継手１０の接合部１１２
およびダイアフラム２１の円筒部２１１の開口端のそれぞれ一部は溶融し、溶融した部位
においてはそれぞれの部材の材料成分が互いに拡散し交じり合う。すなわち、ダイアフラ
ム２１の材料成分は円盤状フィラーメタル５１を経由して圧力導入継手１０側に向かって
拡散し、逆に圧力導入継手１０の材料成分は円盤状フィラーメタル５１を経由してダイア
フラム２１側に向かって拡散する。同時に、円盤状フィラーメタル５１の材料成分も、圧
力導入継手１０側およびダイアフラム２１側に向かって拡散する。この電子ビーム溶接は
、高エネルギー密度の電子ビームを照射するため、図３に示す溶接幅Wと溶接深さDのアス
ペクト比を２以上の深溶け込みにすることができるため、電子ビームを照射した円盤状の
フィラーメタル５１の外周面から内周面までが溶融する。
　圧力導入継手１０、ダイアフラム２１および円盤状のフィラーメタル５１を組み合わせ
た状態で前記真空チャンバー内で回転移動しながら、それぞれの溶接すべき部位に対し全
周に亘り電子ビームを照射する。溶接が完了すると、溶接部５０が形成され、圧力導入継
手１０とダイアフラム２１とは円盤状のフィラーメタル５１を介して一体的に結合される
。ここで、溶接部５０から被計測体である流体がリークしないよう、溶接は、完全に漏れ
なく行い、溶接組織にクラックが生じないようにしなければならない。
【００２９】
　そこで、本実施形態では、円盤状フィラーメタル５１の厚さｔを適宜調整することによ
り、溶接部５０のＮｉ含有量を、圧力導入継手１０のＮｉ含有量とダイアフラム２１のＮ
ｉ含有量との平均値よりも高く設定し、特に２０～３０重量％となるよう設定する。これ
によって、溶接部５０の溶接性が改善されることが、後述する実験より明らかになってい
る。なお、溶接部５０のＮｉ含有量が３０重量％を超える場合、溶接部５０には僅かに高
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温割れが生じるが、実用上の問題はない。
【００３０】
〔第１実施形態の作用効果〕
　このように、本発明の第１実施形態に係る圧力センサ１によれば、以下の作用効果が期
待できる。
（１）底部が薄肉部２１０とされたダイアフラム２１に、機械強度の高いオーステナイト
系の析出硬化型Ｆｅ－Ｎｉ耐熱鋼を用いるために、薄肉部２１０を薄く製造でき、それに
より薄肉部２１０から高い歪み量を発生できる。したがって、圧力センサ１は高い精度と
信頼性を確保することができる。
【００３１】
（２）ダイアフラム２１と圧力導入継手１０を別個独立して設け、ダイアフラム２１には
オーステナイト系の析出硬化型Ｆｅ－Ｎｉ耐熱鋼を用い、圧力導入継手１０には比較的安
価なオーステナイト系ステンレス鋼を用いて、ダイアフラム２１と圧力導入継手１０を溶
接により一体的に形成することにより、圧力センサ１の製造に当って高価なオーステナイ
ト系析出硬化型Ｆｅ－Ｎｉ耐熱鋼の使用量を必要最小限に節約できる。その結果、比較的
安価な圧力センサ１を提供することができる。
【００３２】
（３）ダイアフラム２１には耐食性に優れたオーステナイト系の析出硬化型Ｆｅ－Ｎｉ耐
熱鋼を使用し、圧力導入継手１０には同じく耐食性に優れたオーステナイト系ステンレス
鋼を使用しているため、被計測体である流体に曝される部位に高い耐食性を持たせること
が可能となる。このため、これまで圧力計測が困難であった酸性ガス、腐食性の高い薬液
、脆化の原因となる水素ガスなどの測定ができる圧力センサを提供することができる。
【００３３】
（４）ダイアフラム２１の円筒部２１１の一端と圧力導入継手１０の接合部１１２との溶
接は、電子ビーム溶接により行われるため、短時間で溶接が完了し、溶接部５０の組成を
調整し易く、かつ、溶接幅Ｗと溶接深さＤのアスペクト比を２以上の深溶け込みにするこ
とができる。この結果、ダイアフラム２１、圧力導入継手１０および歪みゲージ２２の各
部に熱影響を与えることなく、上記部材の外周面から内周面までを漏れなく溶接できる。
【００３４】
（５）ダイアフラム２１の円筒部２１１の一端と、圧力導入継手１０の接合面１１２Ａと
の間に円盤状のフィラーメタル５１を介在させ、この溶接すべき部位を溶接して形成され
た溶接部５０のＮｉ含有量を、圧力導入継手１０のＮｉ含有量とダイアフラム２１のＮｉ
含有量との平均値よりも高く設定し、特に２０～３０重量％に設定するため、溶接性が改
善される。したがって、通常、溶接性が悪く高温割れが生じ易いオーステナイト系ステン
レス鋼およびオーステナイト系析出硬化型Ｆｅ－Ｎｉ耐熱鋼においても、溶接部５０の組
織をオーステナイトに保持した状態でダイアフラム２１と圧力導入継手１０とを溶接する
ことができる。
【００３５】
（６）中央部に穴を持つ円盤状のフィラーメタル５１の外径寸法と内径寸法は、ダイアフ
ラム２１の円筒部２１１の外径寸法と内径寸法、圧力導入継手１０の環状の接合面１１２
Ａの外径寸法と内径寸法とそれぞれほぼ等しく形成されている。この円盤状のフィラーメ
タル５１をダイアフラム２１の円筒部２１１の一端と圧力導入継手１０の接合面１１２Ａ
との間に挟み溶接することにより、ダイアフラム２１と圧力導入継手１０とを溶接部５０
を介して一体的に形成し、フィラーメタル５１の円盤の厚さｔを適宜調整することで溶接
部５０のＮｉ含有量を適宜設定できる。したがって、単純な構成で確実な溶接処理が実現
できる。
【００３６】
〔実験例〕
　次に、本実施形態の効果を確認する実験例について説明する。
　まず、本実施形態の溶接部５０の成分について、図面に基づいて説明する。図４は、ス



(9) JP 4185477 B2 2008.11.26

10

20

30

40

50

テンレス鋼の溶接に関する問題点を盛り込んだシェフラーの組織図である（（社）日本溶
接協会誌「溶接技術」第４５巻４号　平成９年４月１日発行　１３６頁　図５０）。シェ
フラーの組織図は、ステンレス鋼を溶接する場合に溶接が安全に行われるよう、広く参照
されている。図４において、溶接部の組成が図中の一点鎖線で区画された各領域に属する
とき、以下の溶接部には以下の問題点が観察される。
領域I：溶接部温度が１２５０℃以上のとき、高温割れが発生する。
領域II：熱処理により溶接部組織にシグマ析出脆化が生じる。
領域III：溶接部温度が１１５０℃以上のとき溶接部組織に粗粒脆化が生じ、溶接部温度
が室温のとき切欠き脆化が生じる。
領域IV：溶接部温度が４００℃以下のときマルテンサイト割れが生じる。
　なお、図４において領域I～IVのいずれにも属さない領域Ｓが、溶接部組織に問題が生
じない安全域となる。
　以下、圧力導入継手１０にはオーステナイト系ステンレス鋼であるＳＵＳ３１６を用い
、ダイアフラム２１にはオーステナイト系の析出硬化型Ｆｅ－Ｎｉ耐熱鋼であるＳＵＨ６
６０を用いた場合について説明する。
【００３７】
ＳＵＨ６６０のＮｉ含有量は２４～２７重量％であり、ＳＵＳ３１６のＮｉ含有量は１０
～１４重量％であるため、ＳＵＨ６６０とＳＵＳ３１６をフィラーメタルを介さずに直接
突き合わせて溶接した場合の溶接部（ＳＵＨ６６０＋ＳＵＳ３１６）のＮｉ含有量は、通
常２０重量％以下となる。
　図４には、ＳＵＨ６６０の組成を示す点と、ＳＵＳ３１６の組成を示す点およびこれら
両者の中間組成を示す点（ＳＵＨ６６０＋ＳＵＳ３１６）がプロットしてある。ＳＵＨ６
６０の点は完全なオーステナイト組織を保つ点にあり、ＳＵＳ３１６の点はオーステナイ
ト組織に数％のフェライトが混在した点に位置する。その溶接部の組成はＳＵＨ６６０＋
ＳＵＳ３１６で示した点に位置し、これは完全なオーステナイト組織の領域にある。
　通常、ステンレス鋼を溶接する場合、溶接部の組成が図４中の安全域とされている領域
Ｓにある時、溶接による問題が発生しない。しかし、本実施形態における溶接部の組成は
、安全域から外れたオーステナイト組織領域（領域Ｉ）の中にあり、すなわち、溶接部に
クラックが生じる高温割れが起きやすい。
【００３８】
　しかし、本実施形態では、Ｎｉ含有量の高いフィラーメタルを介して溶接部のＮｉ含有
量を、溶接部５０のＮｉ含有量を、圧力導入継手１０のＮｉ含有量とダイアフラム２１の
Ｎｉ含有量との平均値よりも高く設定し、特に２０～３０重量％に調整することで、溶接
部の組織をオーステナイト組織に保持したままでも、高温割れを発生せずに済むことが実
験で明らかとなった。図５～図９は、円盤状のフィラーメタル５１の厚さｔを適宜調整し
、Ｎｉ含有量を１８％～６５％までに設定した場合のそれぞれの溶接部５０を示した外観
写真である。
　図５は、溶接部５０のＮｉ含有量を１８％としたときの溶接部５０のビードの外観を示
す写真である。図中、矢印で示した部分に高温割れによる大きなクラックが観察されてい
る。
　図６は、溶接部５０のＮｉ含有量が２５重量％付近となったときの溶接部５０のビード
の外観を示す写真である。図６において、溶接部５０には高温割れによるクラックが観察
されず、溶接が成功していることが示されている。また、溶接部５０のＮｉ含有量が２０
重量％であるときの溶接部５０のビードの外観を示す写真（図示せず）、および溶接部５
０のＮｉ含有量が３０重量％であるときの溶接部５０のビードの外観を示す写真（図示せ
ず）においても、図６と同様に高温割れによるクラックが観察されなかった。
　図７は溶接部５０のＮｉ含有量を４０％としたときの溶接部５０のビードの外観を示す
写真であり、図８はＮｉ含有量を５６％としたときの溶接部５０のビードの外観を示す写
真であり、図９はＮｉ含有量を６５％としたときの溶接部５０のビードの外観を示す写真
である。図７から図９に示したいずれの溶接部５０においても、図中、矢印で示した部分
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に高温割れによる微小なクラックが観察されたが、実用上大きな影響はない。
以上の外観写真から、溶接部５０のＮｉ含有量が、２０重量％以上である場合は溶接部５
０に微小なクラックが観察されるが強度は十分に確保できており、特に２０重量％～３０
重量％の場合はクラックが観察されず、確実な溶接が実現できることが分かる。
【００３９】
〔第２実施形態〕
　次に、本発明に係る第２の実施形態を図面に基づいて説明する。図１０は、第２の実施
形態である圧力センサ１の溶接部５０の断面を示した正面図である。なお、第２の実施形
態の圧力センサ１は、上述した第１の実施形態の圧力センサ１とほぼ同様の構成であるた
め、以下、第１の実施形態の圧力センサ１と異なる点についてのみ説明する。
【００４０】
　図１０において、圧力導入継手１０の接合部１１２は、円筒形状であり、その端面には
環状の接合面１１２Ａが形成され、また、接合部１１２の内周面は流路１１０よりもやや
広く形成され、接合部１１２の内周面の所定位置にテーパ部１１２Ｃが設けられる。また
、ダイアフラム２１は、その円筒部２１１の内径寸法が圧力導入継手１０の接合部１１２
の内径寸法とほぼ等しくなるよう形成される。
【００４１】
　圧力導入継手１０とダイアフラム２１とを溶接するに当たり、溶接する部位には円筒状
のフィラーメタル５２を導入する。この円筒状のフィラーメタル５２は、溶接部５０の成
分を調整する目的で導入される金属であり、この部材には１００％ニッケル金属（純Ｎｉ
）のほか、高いＮｉ含有量の合金などが使用できる。また、この円筒状のフィラーメタル
５２は、中央部に連通孔が形成され、円筒状のフィラーメタル５２の外径寸法がダイアフ
ラム２１の円筒部２１１の内径寸法および圧力導入継手１０の接合部１１２の内径寸法と
ほぼ等しく形成され、この円筒状のフィラーメタル５２を圧力導入継手１０の接合部１１
２の内面に挿入したとき、円筒状フィラーメタル５２の一端は接合部１１２のテーパ部１
１２Ｃに係止し、もう一端が環状の接合面１１２Ａよりも突出するように形成される。
【００４２】
〔溶接部５０の構成〕
　溶接部５０は、圧力導入継手１０の接合面１１２Ａと、ダイアフラム２１の円筒部２１
１の開口端とを、全周を突き合わせて電子ビーム溶接法で溶接することにより形成された
部位であり、圧力導入継手１０の接合部１１２と、ダイアフラム２１の円筒部２１１のそ
れぞれの内周面側には、円筒状のフィラーメタル５２が介在している。この溶接部５０は
、以下のようにして形成される。
　まず、円筒状のフィラーメタル５２を圧力導入継手１０の接合部１１２の内周面側に挿
入すると、円筒状フィラーメタル５２の外周面と接合部１１２の内周面とが張り合わされ
、かつ、円筒状フィラーメタル５２の一端は接合部１１２のテーパ部１１２Ｃに係止する
。円筒状フィラーメタル５２のもう一端側には、ダイアフラム２１の円筒部２１１の開口
端が挿入される。これにより、円筒状のフィラーメタル５２は、ダイアフラム２１の円筒
部２１１内側および圧力導入継手１０の接合部１１２内側に収納され、かつ円筒状フィラ
ーメタル５２の外周面は、ダイアフラム２１の円筒部２１１の内周面および圧力導入継手
１０の接合部１１２内周面にそれぞれ張り合わされた状態となる。
【００４３】
　次に、これらの部材を電子ビーム溶接機（図示せず）の真空チャンバー内に設置し、こ
のチャンバー内を真空雰囲気にしてから、溶接すべき部位の外周面から内周面方向に向け
て電子ビームを照射する。電子ビームは、ダイアフラム２１および圧力導入継手１０の外
周面から円筒状フィラーメタル５２内部にまで行き届き、これによって圧力導入継手１０
の環状の接合面１１２Ａと、ダイアフラム２１の円筒部２１１の一端と円筒状のフィラー
メタル５２の一部位が溶融し、溶融した部位においてはそれぞれの部材の材料成分が互い
に拡散し交じり合う。すなわち、ダイアフラム２１の材料成分は圧力導入継手１０側およ
び円筒状フィラーメタル５２側に向かって拡散し、圧力導入継手１０の材料成分はダイア
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フラム２１側および円筒状フィラーメタル５２側に向かって拡散し、円筒状のフィラーメ
タル５２の材料成分は圧力導入継手１０側およびダイアフラム２１側に向かって拡散する
。
　圧力導入継手１０、ダイアフラム２１および円筒状のフィラーメタル５２を組み合わせ
た状態で、前記真空チャンバー内で回転移動しながら、それぞれの溶接すべき部位に対し
全周に亘り電子ビームを照射する。溶接が完了すると溶接部５０が形成され、圧力導入継
手１０とダイアフラム２１とは円筒状のフィラーメタル５２を介して一体的に結合される
。ここで、溶接部５０から被計測体である流体がリークしないよう、溶接は、完全に漏れ
なく行い、溶接組織にクラックが生じないようにしなければならない。
【００４４】
　そこで、本実施形態では、電子ビームの強さを適宜調整することにより溶接深さＤをコ
ントロールし、この溶接深さＤにより円筒状フィラーメタル５２の溶融量を適宜調整して
、溶接部５０のＮｉ含有量を、圧力導入継手１０のＮｉ含有量とダイアフラム２１のＮｉ
含有量との平均値よりも高く設定し、特に２０～３０重量％となるよう調整する。これに
よって、溶接部５０の溶接性が改善される。なお、溶接部５０のＮｉ含有量が３０重量％
を超える場合、溶接部５０には僅かに高温割れが生じるが、実用上の問題はない。
【００４５】
　〔第２実施形態の作用効果〕
　このように、本発明の第２の実施形態に係る圧力センサ１によれば、上記（１）～（４
）の作用効果に加え、以下の作用効果が期待できる。
（７）ダイアフラム２１の円筒部２１１の開口端と圧力導入継手１０の接合部１１２を突
き合わせ、溶接する部位に円筒状のフィラーメタル５２を関与させて溶接し、溶接部５０
のＮｉ含有量を、圧力導入継手１０のＮｉ含有量とダイアフラム２１のＮｉ含有量との平
均値よりも高く設定し、特に２０～３０重量％とするため、溶接性が改善される。したが
って、通常、溶接性が悪く高温割れが生じ易いオーステナイト系ステンレス鋼およびオー
ステナイト系析出硬化型Ｆｅ－Ｎｉ耐熱鋼においても、溶接部５０の組織をオーステナイ
トに保持した状態でダイアフラム２１と圧力導入継手１０とを溶接することができる。
【００４６】
（８）本実施形態では、電子ビームの強さを適宜調整することにより溶接深さＤをコント
ロールできるため、この溶接深さＤを変化することにより円筒状フィラーメタル５２の溶
融量を適宜調整し、これにより、溶接部５０のＮｉ含有量を適宜調整することができる。
したがって、単純な構成で確実な溶接処理が実現できる。
【００４７】
〔変形例〕
　なお、本発明は前述の実施形態に限定されるものではなく、本発明の目的を達成できる
範囲での変形、改良等は本発明に含まれるものである。
　例えば、前記実施形態では、Niの添加のために円盤状フィラーメタル５１、円筒状フィ
ラーメタル５２を用いていたが、本発明ではフィラーメタルの形状はこれに限らず、他の
形状、例えばワイヤー状であってもよい。
【００４８】
　また、前記実施形態では、オーステナイト系の析出硬化型Ｆｅ－Ｎｉ耐熱鋼としてＳＵ
Ｈ６６０鋼を用い、このＳＵＨ６６０鋼は、溶体化処理、さらに時効処理（７００℃以上
で１６時間保持後、室温まで徐々に降温する処理）を施してより機械強度を向上させたも
のであったが、これら熱処理の方法および条件としてはこれに限らず、時効処理の温度お
よび保持時間は、材料に８００ＭＰａ以上の引っ張り強度を持たせる処理条件であれば任
意であり、また、上記時効処理を第１時効処理として、この第１時効処理後に更に第２時
効処理、第３時効処理、と時効処理を重ねて、材料の機械強度を更に向上させても良く、
第１時効処理後の時効処理の回数および条件は任意である。
【００４９】
　また、前記実施形態では、ダイアフラム２１のみにオーステナイト系の析出硬化型Ｆｅ
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いる構成を取っていたが、この構成はあくまで圧力センサ１を比較的安価に製造するため
のものであって、別段、圧力導入継手１０にオーステナイト系の析出硬化型Ｆｅ－Ｎｉ耐
熱鋼を使用できないわけではない。したがって、ダイアフラム２１および圧力導入継手１
０の双方にオーステナイト系の析出硬化型Ｆｅ－Ｎｉ耐熱鋼を使用した圧力センサ１の場
合も、上記実施形態の作用効果が実現できるのはもちろんのこと、高価ではあるがさらに
高い強度を確保できる。
【００５０】
　また、前記実施形態では、ダイアフラム２１および圧力導入継手１０は、それぞれ単一
の材料により形成される構成を取っていたが、これに限らない。例えば、それぞれの部材
の表面に他の材料を被覆するなどした積層構造であっても良い。
【産業上の利用可能性】
【００５１】
　本発明は、配管内を流通する流体の圧力を計測する圧力センサとして利用でき、特に腐
食性の高い酸性ガスや薬液、脆化の原因となる水素ガスなどの流体の圧力も計測すること
ができる。
【図面の簡単な説明】
【００５２】
【図１】本発明の第１の実施形態にかかる圧力センサの断面を示す正面図。
【図２】前記実施形態にかかる回路部を示す平面図。
【図３】前記実施形態にかかる溶接部の断面を示す正面図。。
【図４】ステンレス鋼の溶接に関する問題点を盛り込んだシェフラーの組織図。
【図５】本発明の第１実施形態にかかる溶接部において、Ｎｉ含有量を１８％としたとき
の溶接部のビードの外観を示す写真。
【図６】前記実施形態にかかる溶接部において、Ｎｉ含有量を２５％としたときの溶接部
のビードの外観を示す写真。
【図７】前記実施形態にかかる溶接部において、Ｎｉ含有量を４０％としたときの溶接部
のビードの外観を示す写真。
【図８】前記実施形態にかかる溶接部において、Ｎｉ含有量を５６％としたときの溶接部
のビードの外観を示す写真。
【図９】前記実施形態にかかる溶接部において、Ｎｉ含有量を６５％としたときの溶接部
のビードの外観を示す写真。
【図１０】本発明の第２の実施形態にかかる圧力センサの溶接部を示す正面図。
【符号の説明】
【００５３】
　１   圧力センサ
１０   圧力導入継手
２０   圧力検出素子
２１   ダイアフラム
２２   歪ゲージ
３０   回路部
４０   ハウジング
５０   溶接部
５１   円盤状フィラーメタル
５２   円筒状フィラーメタル
２１０ 薄肉部
２１１ 円筒部
２２０ 絶縁層
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